




本年９⽉に４号⽬となる統合報告書を2019を発⾏しました。

当社グループは、創業以来「儲かるからではなく、世の中の役に⽴つからやる」
という創業者の⾔葉を原点に事業を⾏ってきました。
この⾔葉が成⻑の原点だと捉えています。

私たちは、サスティナビリティ経営を実現し、中⻑期的な視点で、⼤和ハウスの
持続可能性を社内外に伝えていくことが、重要であると考えています。

当社は、2015年7⽉に、中⻑期の企業価値向上を⽬的として、
財務情報と⾮財務情報を統合する「統合思考」を経営に反映させるため、
部⾨横断型プロジェクトを⽴ち上げ、創業者精神を整理し、統合報告書として、
まとめることで、社内への浸透と社外への理解促進を図ってきました。

昨年も冊⼦を通して、多くの投資家の皆さまと対話をさせていただいた内容を
経営陣にフィードバックし、貴重なご意⾒・ご要望として議論し経営に活かし、
進めてきた内容・取組み・進捗を本誌に落とし込んだ成果物となっております。



企業にとって最も重要なことは、利益を上げることです。

しかし、数字だけ追っていては、いつか、地に⾜がつかなくなる時が来ます。
企業が成⻑するためには、経営基盤の強化は最も重要なテーマです。

当社は、事業をすることで、基盤を強化し、強化した基盤によって、事業を拡⼤
してきましたが、いくつかの不祥事があり、事業ばかりが先⾏して、重要である
はずの基盤が置き去りになっていた部分があるのではないか︖と投資家をはじめ
とするステークホルダーから⾒られていることは認識しております。

従って、もう⼀度、根の部分を⾒つめ直し、基盤の強化に本気で取り組んでいく
姿勢・進捗を継続的にお⽰ししていきたいと考えております。



統合報告書２０１９では、２０１８年版で顕在化した課題の解決を軸に制作に取
り組んでまいりました。

❶現在のビジネスモデルのメンテナンスと発展
➋中⻑期的な企業価値に影響を与える（マテリアリティ）の特定
❸経営基盤の強化

それを踏まえて、
価値創造ストーリーのブラッシュアップや、価値創造プロセスにおけるインプッ
ト・アウトプット・アウトカムの再整理、そして社内外に対するコミュニケー
ションの強化に取り組みました。

今回、取組みの⼤きな背景には、第６次中期経営計画の策定があります。



従前の⼤きな課題として
事業とＥＳＧの分離がありました。
記載の通り、ESGが“別館”にある状態です。

財務を中⼼とした「中期経営計画」と、⾮財務を中⼼とした「中期CSR計画」
が並⾛した状態であり、中期計画の中で事業とESGが⼀体化できていない点が
課題として顕在化していました。



そこで、事業とESGの両⾯から第６次中計を策定しました。
そして統合報告書を通じて、社内外に明⽰し理解を深めてもらうために、制作
を進めてきました。



本誌では、第６次中計を踏まえ、過去中計を振り返り、時代の変化を先読みしな
がら着実に成⻑してきた実績を明⽰し、2055年までの⻑いロードマップを前提に、
新中計の位置づけを明確化しました。

更に外部環境の認識（リスクと機会）と、それに対応する事業・ESGが⼀体化し
た戦略の明⽰し、事業活動における実績（アウトプット）と、社会に与えた影響
（アウトカム）の関係性を整理し、本誌に落とし込みました。



全体構成は、このようになっております。



統合報告書2019 P.5-6 をご覧ください。
０章のイントロダクション部分では、今回、持続的な企業価値向上に向けて、
事業⾯・環境⾯・社会⾯から特定したマテリアリティを明⽰しました。

昨年のESGミーティングで、投資家より「中⻑期的な事業戦略の合理性や経営
資源の配分を考える上で、まずはマテリアリティを明⽰すべきではないか」と
いうご意⾒を受けて、特定を進めてきました。



⾃社を取り巻く外部環境の認識をP.5で整理しています。

そして、P.6では、コーポレートガバナンスガイドラインにおいて制定している
４つの管理項⽬
◎安定的な利益の確保と成⻑性の維持・向上
◎最適資本構成に基づくROEの維持・向上
◎持続的な成⻑を⽀える経営基盤の強化
◎信頼性・透明性の向上による資本コストの低減

これらの項⽬に沿って、「事業の推進」と、「基盤の強化」の両⾯から、私た
ちが持続的な企業価値向上に向けて特定した重要課題（マテリアリティ）を明
⽰しました。

この３年間は第６次中計経営計画の基本⽅針に取り組むことが、マテリアリテ
ィの解決に繋がるということを整理し可視化しています。

これによって、当社の持続的成⻑と、中⻑期的な社会課題の解決へ貢献し経営
ビジョンに掲げる「⼈が⼼豊かに⽣きる社会の実現」に向かって進んでいくこ
とを可視化しました。



＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊



以下のページは、制作段階で顕在化したそのほかの課題への取組みをまとめて
おります。

時間も限られておりますので、こちらのページは後ほどご覧ください。
それでは資料１５ページまで進んでいただきまして、



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊



ここからは、ESGへの取組みについてご説明いたします。



どうぞ統合報告書７０ページも併せてご覧ください。
当社では、さきほどご説明した通り、事業⾯・環境⾯・社会⾯から特定したマテリア
リティの解決のため、この3年間で取り組むべき基本⽅針として、第６次中期経営計
画を策定しております。

これに合わせて、環境⾏動計画「エンドレス グリーン プログラム2021」および、社
会性向上に関する計画「エンドレス ソーシャル プログラム2021」を策定しました。

２０３０年・２０５５年の⻑期視点で⽬指すべき姿を念頭に、バックキャスティング
で考え、社会については、従来の３つの基盤に加え、イノベーション、コミュニケー
ション、リスク対応の３つを新たに強化すべき基盤としました。

なお、当社では、コーポレートガバナンスを「狭義のガバナンス」と位置づけ、
リスクマネジメントや企業倫理・コンプライアンスといった「広義のガバナンス」に
ついては、「社会性」領域に位置付けています。

各課題に対して、⽬標とする指標を明確にし、その達成に向けて取り組むことで、事
業を推進するプロセスの強化や、事業を通じた社会的価値の向上に寄与していきたい
と考えています。



それでは、ここからは、担当部⾨より
基盤強化の各取り組み関して、説明させていただきます。

まずは、環境の取組みについて、環境部⻑の⼩⼭から説明いたします。



当社は、環境⻑期ビジョンは、「創業100周年となる2055年に売上10兆円を実現しつつ、逆に
環境に与える負荷は限りなく「ゼロ」に近づけていくとしており、４つの重点テーマ（気候変動
の緩和と適応、⾃然環境との調和、資源保護・⽔資源保護、化学物質による汚染防⽌）を定め、
3か年ごとの環境⾏動計画「エンドレスグリーンプログラム2021」に落とし込んで、取り組みを
推進しています。その全社的なKPIは全部で25ありますが、本⽇は、その中から２つご紹介しま
す。

まずは「環境貢献型事業の売上⾼」です。今回初めて、⽬標を円単位で公表しました。TCFDと
も関係しますが、「環境への取組みはリスク対応ではなく、事業機会につながるのだ」というこ
とを、当社グループの従業員に伝え、そして投資家にも進捗を分かりやすくお伝えしたいと考え
ています。「環境貢献型事業」⾃体は、事業セグメントとしてあるわけではありませんが、既存
の事業の中で、例えば⼾建事業におけるゼロエネハウスや建築事業におけるゼロエネビル、再エ
ネ発電や緑化事業といった、環境を切り⼝として世の中に貢献できる商品・サービスをどれだけ
⽣み出せたかを測る指標です。2021年の⽬標は1兆5000億円ですが、18年の1兆1100億から
30％超の伸びいうことで、グループ全体の売上⽬標の伸びが10％程度であるなか、環境分野を
事業機会としていくことが如何に重要か、ご理解いただけるかと思います。

次に、商品・モノづくりの両⾯からの脱炭素推進として、「脱炭素に関する3つの国際イニシア
ティブ」に関する指標です。当社はSBTの認定をいただきましたが、当社の温室効果ガスの削減
⽬標です。「2030年に45％削減、2055年に70％削減」という⽬標に対し認定をいただいてお
り、そこから逆算し「2021年に35％削減」との⽬標を掲げ、その実効性を⾼めるために、エネ
ルギー効率の倍増を⽬指す「EP100」、再エネ100％を⽬指す「RE100」の両イニシアティブに
も、建設業界において世界で初めて参画をいたしました。
⾃社の取組みではあるが、⾃らリーダーシップを発揮しながら、⽇本国内における「省エネ」や
「再エネ」の動きをもっともっと加速させることを通じて市場の拡⼤を図ることが、回り回って
上段のZEHやZEB、メガソーラーや蓄電池といった我々の「環境貢献型事業」の拡⼤にもつなが
ると考え取り組んでいるものです。



次は、⽇本初で「施⼯」から「暮らし」まで再⽣可能エネルギー由来の電気のみを
利⽤した再⽣エネルギー100％のまちづくりの事例 船橋塚⽥のプロジェクトをご
紹介します。

右側の絵にあるとおり、私たちは建設会社として、先ほどご紹介したようなZEHや
ZEBの建設を担っています。⼀⽅、左側の絵にあります通り、FITを活⽤した再エネ
発電も⼤きく⼿掛けています。
これまでは、建物は建物、売電は売電ということで、完全にばらばらだったのです
が、新たに「ダイワハウスでんき」として電⼒⼩売の免許を取得し、まずは我々の
施⼯現場への供給を始めました。
今後、この街が完成した際には、この街の住まい⼿の皆様にも、我々⾃⾝が作った
再エネ電気をお届けし、まさに「施⼯」から「暮らし」まで、「再エネ100％のま
ちづくり」を実現していく計画です。
「発電」から「⼩売」、「施⼯」から「管理」までを担う、当社ならではの「持続
可能なまちづくり」だと⾃負しており、そうしたことが環境⼤⾂賞やグリーン購⼊
⼤賞の受賞などにもつながったものと考えています。今回のプロジェクトをモデル
として、今後も全国に展開していきたいと思います。



最後に、TCFDへの取組みについてです。

サステナビリティレポートの⽅では、2ページに渡って、TCFDの求める気候変動
に関する「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と⽬標」について、詳し
くご紹介しています。

まずは、当社の主⼒事業である建設業を対象に、ここに挙げております重要なリ
スクと機会を洗い出した上で、パリ協定に沿って規制が強化されるシナリオと、
世界が温暖化対策に失敗する「４度シナリオ」を想定し、当社事業への影響の分
析、そしてそれを踏まえた⽅針や対策をお⽰ししています。

まだまだ⼗分とは考えていませんが、投資家の皆様からご意⾒を頂戴しながら、
ブラッシュアップをしていきたいと考えています。



続きまして、社会への取組みについて、
サステナビリティ企画部 部⻑の近久より、説明いたします。

社会性中期経営計画（ESP2021）では６つの基盤（⼈財基盤、顧客基盤、技術・
ものづくり基盤、イノベーション基盤、コミュニケーション基盤、リスク対応基
盤）を今後、強化していくとしていますが、中でも、ビジネスモデルに直結する
⼈財基盤の強化は特に重要であると考えています。

⼈財基盤においては、従業員の働き⽅改⾰、⼈材育成と採⽤強化、ダイバーシテ
ィ＆インクルージョンの３つの重要課題において、⽬標を掲げて対応していきま
す。
今期より、新たな⼈事評価制度の導⼊、事業所におけるダイバーシティ状況の可
視化・評価と改善や、若⼿社員の能⼒評価・開発、特に海外⼈材育成のプログラ
ムにも注⼒します。加えて、能⼒発揮に向けた⽀援制度の導⼊・充実を進めてい
るところです。



⼈財、技術等を含めた事業所サステナビリティ経営を推進する上で、業績評価には
、「品質・技術⼒評価」や「法令遵守評価」を今年度下期より追加しています。
そして従業員の賞与に反映される経営健全度評価に事業所サステナビリティに関係
する評価項⽬を導⼊し、進捗を管理しています。

そして、チェック機能である従業員意識調査の結果をダッシュボードで⽰し、モニ
タリングを強化していきます。
これらの社会性中期計画の進捗については、次年度以降、サステナビリティレポー
ト等で情報開⽰していきたいと考えています。



それでは最後にガバナンスに関して、総務部 次⻑の⽻仁よりご説明いたします
。

弊社は監査役会設置会社で、業務執⾏取締役を中⼼としたマネジメント機能と複
数の独⽴社外取締役及び監査役を中⼼としたモニタリング機能の、両⾯のバラン
スを備えた機関設計となっております。

取締役の指名・報酬に関しましては、社外取締役を委員⻑かつ過半数とする任意
の諮問委員会を設けて客観性・独⽴性を図っております。
また、執⾏組織に対する内部統制を補完するために、リスク管理委員会等の内部
統制組織を設けております。

このたびの⼀連の不祥事を受け、執⾏組織内に（緑の枠内）、今回⾚字で記載し
ております「コンプライアンス推進部」を新設しました。また、代表取締役社⻑
直轄で「法令遵守・品質保証推進部」を新設し、従来、当社が充分に出来ていな
かったところを強化するべく対応を進めています。



役員の構成は記載の通り、取締役会と監査役会併せて２２名体制となっており
ます。

なお、社外役員は、社外取締役３名、社外監査役３名の6名となっております。



現在の報酬体系は記載の通りです。



固定報酬が4割、業績連動報酬６割の報酬体系にしております。

株式報酬につきましては、第６次中期経営計画に掲げるＲOE及び連結営業利益と
連動させております。なお、新たに導⼊しました業績連動型の譲渡制限付株式に
つきましては、退任時まで譲渡制限をかけますので、従来と⽐べると、より中⻑
期的な視点で経営を⾏える報酬制度であると考えております。



P.27以降は、11⽉8⽇に公表したガバナンス強化策を再掲させていただいており
ます。



４つの基本⽅針を掲げ、強化策をスタートさせています。



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



＊＊＊＊参考ページ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊



現状、統合報告書2020の制作に向けて顕在化している課題は、こちらです。

まずは、投資家と経営層との対話機会の深化です。対話を促進しながら、適正
な企業価値評価の獲得を⽬指して参ります。

次に既に、いくつかの投資家からご意⾒は頂戴しておりますが、企業価値向上
経営の取り組みの進捗を⽰すガバナンスのKPIがお⽰しできていませんが、今
回のガバナンス強化策の進捗については、半年毎に開⽰してきたいと考えてお
ります。

また統合経営を進める上で、従業員が理解して取り組むための動機付けとなる
よう、事業の推進と基盤の強化の相関性を⽰したいと考えています。

加えて、経営ビジョンの実現に向けて特定したマテリアリティを社内外に浸透
させ、その課題解決のための⽅針を実⾏し、それらの結果を⽰しながら、持続
的成⻑に対する確度を向上させていければと考えております。



以上で、説明を終わらせていただきます。


